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令和５年度  第１回宮城県行政評価委員会政策評価部会   

補足回答                                           

令和５年７月７日  義務教育課 

政 策 社会を生き、未来を切りひらく力をはぐくむ教育環境をつくる 

施策番号 ８ 施策名 多様で変化する社会に適応し、活躍できる力の育成 

施策担当 

課室 
義務教育課 

志教育支援事業では、どのような成果を得ることを目指しているのか。 

 「みやぎの志教育」は、小・中・高等学校等の全時期を通じて、人や社会とかかわる中で社会性や

勤労観を養い、集団や社会の中で果たすべき役割を考えさせながら、将来の社会人としてのよりよい

生き方を主体的に求めさせていく教育です。 

 

 「みやぎの志教育」ではぐくみたい姿は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの資質・能力は、いわゆる「非認知能力」であり、この非認知能力は、数値化できない能力

です。 

志教育に関連する様々な教育活動において、児童生徒の成長ははっきりと目に見えるものではない

ことから、他の児童生徒との比較や評価テスト等で捉えるのではなく、児童生徒自身が「志シート」

（自己評価シート）等を活用して自分の成長を振り返ったり、教師が志シートの内容からその活動前

後での児童生徒の成長を丁寧に見取ったりしながら、主体的・客観的に捉えられてきました。この児

童生徒の成長について、教師は、認め励ます言葉掛けなどを通して児童生徒にフィードバックしてい

ます。 

志教育の成果は、教科指導、学校行事や地域との交流、進路指導等、学校教育活動全ての場面にお

ける児童生徒の言葉や行動の中に、はぐくみたい姿として表れることを目指しています。 
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志教育の成果について、具体的な事例や評価手段はないのか。 

 御指摘いただいたとおり、施策評価は、基本的には目標指標となっている項目の数値の変移を基に

評価されるため、今回補足として示した児童生徒の感想のような情意面の情報は、施策としての直接

的な評価には結び付きにくい性格を持っているものだと認識しています。現在指標として設定してい

る項目も、志教育の成果の一端を示すものではありますが、成果を計る指標としてはあくまで目安と

なるものだと捉えています。 

御指摘を受け、施策評価の目標指標を補う数値的評価として、６月に県内の抽出学年を対象に実施

する「児童生徒意識調査」を活用し、志教育に関連する質問項目を抽出して年度末に再度調査を行う

ことで、年度内の個人、重点地域の変容を捉えることを検討しています。 

 

質問項目（例） 

・人の役に立つ人間になりたいと思いますか。 

・人が困っているときは進んで助けていますか。 

 ・将来の夢や目標を持っていますか。等 

 評価案 

志教育ではぐくみたい姿に関連する１０前後の質問についての回答（基本的に「①そう思う、 

②どちらかと言えばそう思う、③どちらかと言えばそう思わない、④そう思わない」の４択） 

を比較する。 

 

併せて、志教育支援事業による成果の、重点地域やその他の地域への発信の仕方についても工夫し

てまいります。 
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Press Release 
 
 

 

 

 
令和４年「高年齢者雇用状況等報告」の集計結果を公表します 

 
 
宮城労働局（局長 小林 健）では、このたび、令和４年「高年齢者雇用状況等報告」

（６月１日現在）の集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

 

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では、高年齢者が年齢に関わりなく働

き続けることができる「生涯現役社会の実現」を目指して、企業に「定年制の廃止」や

「定年の引上げ」、「継続雇用制度の導入」（高年齢者雇用確保措置）のいずれかの措

置を、65歳まで講じるよう義務付けています。 

さらに、令和３年４月１日からは、70歳までを対象として、「定年制の廃止」や「定

年の引上げ」、「継続雇用制度の導入」という雇用による措置や、「業務委託契約を締

結する制度の導入」、「社会貢献事業に従事できる制度の導入」（高年齢者就業確保措

置）という雇用以外の措置のいずれかの措置を講じるように努めることを義務付けて

います。 

 

今回の集計結果は、宮城県内に主たる事業所がある従業員21人以上の企業3,821社か

らの報告に基づき、このような高年齢者の雇用等に関する措置について、令和４年６

月１日時点での企業における実施状況等をまとめたものです。 

 

宮城労働局では、今後とも、生涯現役社会の実現に向けたさらなる取組を行うとと

もに、これらの措置を実施していない企業に対して、労働局、ハローワークによる必

要な指導及び助言を実施していきます。 

(集計結果の主なポイントは次ページ以降を参照) 
 

  

 

令和４年12月16日 

【照会先】 

職業安定部  

 職業対策課長   本 田 聡一郎 

 高齢者対策担当官 本 間 潤一郎 

（電話） 022-299-8062 
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【集計結果の主なポイント】 
   

Ⅰ 65歳までの高年齢者雇用確保措置を実施済みの企業の状況 

① 高年齢者雇用確保措置の実施状況（11ページ表１、12ページ表３－１） 

65歳までの高年齢者雇用確保措置を実施済みの企業は3,813社（99.8％）［0.2ポイント増加］ 

・企業規模別には中小企業では99.8％［0.2ポイント増加］、 

大企業では99.6％［0.4ポイント減少］ 

・高年齢者雇用確保措置を「継続雇用制度の導入」により実施している企業は、 

全企業において67.5％［1.1ポイント減少］ 

 

②  65歳定年企業の状況（14ページ表４） 

65歳定年企業は960社（25.1％）［1.1ポイント増加］ 

・中小企業では25.7％［1.2ポイント増加］ 

・大企業では16.4％［変動なし］ 

 

Ⅱ 66歳以上まで働ける制度のある企業の状況 

①  70歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況（15ページ表５－１） 

70 歳までの高年齢者就業確保措置を実施済みの企業は 1,286 社（33.7％）［4.0 ポイント増加］ 

・中小企業では 34.4％［4.0 ポイント増加］ 

・大企業では21.8％［2.7ポイント増加］ 

 

②  66歳以上まで働ける制度のある企業の状況（17ページ表６） 

66歳以上まで働ける制度のある企業は1,708社（44.7％）［2.5ポイント増加］ 

・中小企業では44.9％［2.6ポイント増加］ 

・大企業では41.8％［1.8ポイント増加］ 

 

③  70歳以上まで働ける制度のある企業の状況（18ページ表７） 

70歳以上まで働ける制度のある企業は1,621社（42.4％）［2.5ポイント増加］ 

・中小企業では42.8％［2.6ポイント増加］ 

・大企業では36.9％［1.3ポイント増加］ 

 

④  定年制廃止企業等の状況（14ページ表４） 

定年制の廃止企業は 131 社（3.4％）［0.2 ポイント減少］ 

・中小企業では 3.6％［0.2 ポイント減少］ 

・大企業では0.4％［変動なし］ 

 
※ この集計では、従業員21人～300人規模を「中小企業」、301人以上規模を「大企業」としています。 
 
 

 詳細は、次ページ以降をご参照ください。 

 

＜集計対象＞ 

■ 宮城県内に主たる事業所があり、常時雇用する労働者が21人以上の企業3,821社 

（報告書用紙送付事業所数4,324事業所） 

中小企業（21～300人規模）：3,596社 

大企業 （301人以上規模）：  225社 
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１ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 
 (1) 高年齢者雇用確保措置の状況（11ページ表１） 

高年齢者雇用確保措置（以下「雇用確保措置」注１という。)を実施済みの企業は、報告

した企業全体で3,813社（99.8％）［0.2ポイント増加］で、中小企業では、99.8％［0.2ポ

イント増加］、大企業では、99.6％［0.4ポイント減少］であった。 

注１ 雇用確保措置 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第９条第１項に基づき、定年を65歳未満に定めている事業主は、雇

用する高年齢者の65歳までの安定した雇用を確保するため、以下のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）

を講じなければならない。 

①定年制の廃止、②定年の引上げ、③継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度等）の導入※ 

※ 継続雇用制度とは、現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定年後も引き続

いて雇用する制度をいう。なお、平成24年度の法改正により、平成25年度以降、制度の適用者は原則と

して「希望者全員」となった。なお、平成24年度までに労使協定により継続雇用制度の対象者を限定す

る基準を定めていた場合、令和７年３月31日までは基準を適用可能。ただし、基準を適用できる年齢に

ついて、老齢厚生年金の報酬比例部分の支給開始年齢以上となるよう、段階的に引き上げる必要がある

（経過措置）。 

 

 (2) 雇用確保措置を実施済みの企業の内訳（12ページ表３－１） 

雇用確保措置を実施済みと報告した全企業について、雇用確保措置の措置内容別に見

ると、定年制度の見直し（下記①、②）よりも、継続雇用制度の導入（下記③）を行うこ

とで雇用確保措置を講じている企業が多かった。 

 

① 定年制の廃止は131社（3.4％）［0.2ポイント減少］ 

② 定年の引上げは1,108社（29.1％）［1.3ポイント増加］ 

③ 継続雇用制度の導入は2,574社（67.5％）［1.1ポイント減少］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
0% 20% 40% 60% 80% 100%

21～300人

301人以上

全企業

3.6%

0.4%

3.4%

29.8%

17.4%

29.1%

66.6%

82.1%

67.5%

定年制の廃止 定年の引上げ 継続雇用制度の導入

雇用確保措置の内訳

11



(3) 65 歳以上の継続雇用制度のある企業の状況（12 ページ表３－２） 

65歳以上の「継続雇用制度の導入」を行うことで雇用確保措置を講じている企業(2,574

社）を対象に、継続雇用制度の内容を見ると、希望者全員を対象とする制度を導入している

企業は85.8％［2.8ポイント増加］であった。 

一方、高年齢者雇用安定法一部改正法の経過措置に基づく対象者を限定する基準がある

継続雇用制度を導入している企業（経過措置適用企業）の割合は、報告した全企業では

14.2％［2.8ポイント減少］であったが、大企業に限ると30.4％［2.9ポイント減少］であっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 65歳定年企業の状況（14ページ表４） 

報告した全企業のうち、定年を65歳とする企業は960社（25.1％）［1.1ポイント増加］で、

中小企業では25.7％［1.2ポイント増加］、大企業では16.4％［変動なし］であった。 
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３ 70 歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況（15 ページ表５－１） 

(1) 70歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況 

報告した全企業において、70歳までの高年齢者就業確保措置（以下「就業確保措置」
注２という。）を実施済みの企業は1,286社（33.7％）［4.0ポイント増加］で、中小企業で

は34.4％［4.0ポイント増加］、大企業では21.8％［2.7ポイント増加］であった。 

注２ 就業確保措置 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第10条の２に基づき、定年を65歳以上70歳未満に定めている事業主

または65歳までの継続雇用制度（70歳以上まで引き続き雇用する制度を除く。）を導入している事業主は、そ

の雇用する高年齢者について、次に掲げるいずれかの措置を講ずることにより、65歳から70歳までの就業を

確保するよう努めなければならない。 

①定年制の廃止、②定年の引上げ、③継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入、④継続的に業務

委託契約を締結する制度の導入、⑤継続的に社会貢献事業に従事できる制度の導入（事業主が自ら実施する

社会貢献事業または事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業） 

 

(2) 70歳までの就業確保措置を実施済みの企業の内訳 

報告した全企業について、就業確保措置の措置内容別に見ると、継続雇用制度の導

入（下記③）を行うことで就業確保措置を講じている企業が最も多かった。 

 

① 定年制の廃止は131社（3.4％）［0.2ポイント減少］ 

② 定年の引上げは92社（2.4％）［0.2ポイント増加］ 

③ 継続雇用制度の導入は1,062社（27.8％）［3.9ポイント増加］ 

④ 創業支援等措置注３の導入は１社（0.1％）［変動なし］ 

注３ 創業支援等措置 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第10条の２に基づく、70歳まで継続的に業務委託契約を締結する

制度及び70歳まで継続的に社会貢献事業（事業主が自ら実施する事業または事業主が委託、出資（資金提

供）等する団体が行う事業）に従事できる制度の導入。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13



４ 66歳以上まで働ける制度のある企業の状況 

(1)  66歳以上まで働ける制度のある企業の状況（17ページ表６） 

  報告した全企業において、66歳以上まで働ける制度のある企業は1,708社（44.7％）

［2.5ポイント増加］で、中小企業では44.9％［2.6ポイント増加］、大企業では41.8％［1.8

ポイント増加］であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 66歳以上定年制度と66歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「66歳以上定年」のみに計上 

している。 

※ 「その他66歳以上まで働ける制度」とは、業務委託等その他企業の実情に応じて何らかの仕組みで66歳 

以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。 

 (2) 70 歳以上まで働ける制度のある企業の状況（18 ページ表７） 

報告した全企業において、70歳以上まで働ける制度のある企業は1,621社（42.4％）

［2.5ポイント増加］で、中小企業では42.8％［2.6ポイント増加］、大企業では36.9％

［1.3ポイント増加］であった。 

 

 (3) 定年制の廃止および66歳以上定年企業の状況（14ページ表４） 

報告した全企業において、定年制を廃止している企業は131社（3.4％）［0.2ポイン

ト減少］、定年を66～69歳とする企業は56社（1.5％）［変動なし］、定年を70歳以上とす

る企業は92社（2.4％）［0.2ポイント増加］で、これを企業規模別に見ると、次のとお

りであった。 
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①  中小企業 

・ 定年制を廃止している企業は3.6％［0.2ポイント減少］ 

・ 定年を66～69歳とする企業は1.6％［変動なし］ 

・ 定年を70歳以上とする企業は2.5％［0.2ポイント増加］ 

②  大企業 

・ 定年制を廃止している企業は0.4％［変動なし］ 

・ 定年を66～69歳とする企業は0.0％［変動なし］ 

・ 定年を70歳以上とする企業は0.9％［0.5ポイント増加］ 
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５ 60 歳定年到達者の動向 

(1) 60歳定年企業における定年到達者の動向（19ページ表８－１） 

  60歳定年企業において、過去１年間（令和３年６月１日から令和４年５月31日）に定年

に到達した者は、5,914人であった。このうち、継続雇用された者は88.3％［0.8ポイント

減少］（うち子会社等・関連会社等での継続雇用者は1.1％［0.3ポイント減少］）、継続雇

用を希望しない定年退職者は11.5％［0.8ポイント増加］、継続雇用を希望したが継続雇用

されなかった者は0.2％［変動なし］であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 継続雇用の対象者を限定する基準に係る経過措置の適用状況（19ページ表８－２） 

経過措置に基づく対象者を限定する基準がある企業において、過去１年間（令和３年

６月１日から令和４年５月31日）に、基準を適用できる年齢（令和４年４月１日から令

和７年３月31日までは64歳）に到達した者は、616人であった。このうち、基準に該当し

引き続き継続雇用された者は91.2％［4.0ポイント減少］、継続雇用の更新を希望しなか

った者は8.0％［3.4ポイント増加］、継続雇用を希望したが基準に該当せずに継続雇用が

終了した者は0.8％［0.5ポイント増加］であった。 
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６ 高年齢常用労働者の状況（20 ページ表９） 

(1) 年齢階級別の常用労働者数について 

報告した全企業における常用労働者数（424,351人）のうち、60歳以上の常用労働者数

は67,297人で15.9％［0.3ポイント増加］を占めている。年齢階級別に見ると、60～64歳

が35,760人、65～69歳が19,591人、70歳以上が11,946人であった。 

 

(2) 高年齢労働者の推移（31人以上規模企業） 

31人以上規模企業における60歳以上の常用労働者数は61,769人で、平成21年と比較する

と、36,034人増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 21人以上規模企業は令和３年から記載 

 
  

66,072
67,297

25,735
28,696 28,047

31,204

34,993
37,580

41,927
44,343

48,774

52,325

56,118
58,119

60,499 61,769

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

平成21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年

60歳以上の常用労働者の推移
21人以上規模企業

31人以上規模企業

（人）
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表１　雇用確保措置の実施状況

（社、％）

3,813 (3,862)

99.8% (99.6%)

2,769 (2,800)

99.8% (99.8%)

3,589 (3,637)

99.8% (99.6%)

1,044 (1,062)

99.7% (99.2%)

2,545 (2,575)

99.8% (99.7%)

224 (225)

99.6% (100.0%)

301人以上

1 (0) 225 (225)

0.4% (0.0%) 100.0% (100.0%)

31～300人

4 (7) 2,549 (2,582)

0.2% (0.3%) 100.0% (100.0%)

21～30人

3 (9) 1,047 (1,071)

0.3% (0.8%) 100.0% (100.0%)

21～300人

7 (16) 3,596 (3,653)

0.2% (0.4%) 100.0% (100.0%)

31人以上
総計

5 (7) 2,774 (2,807)

0.2% (0.2%) 100.0% (100.0%)

①実施済み ②未実施 合計（①＋②）

21人以上
総計

8 (16) 3,821 (3,878)

0.2% (0.4%) 100.0% (100.0%)

※( )内は、令和３年６月１日現在の数値。

表２　雇用確保措置の規模別・産業別実施状況

99.8% (99.6%) 99.8% (99.8%) 0.2% (0.4%) 0.2% (0.2%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

99.4% (100.0%) 99.3% (100.0%) 0.6% (0.0%) 0.7% (0.0%)

100.0% (99.7%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.3%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (99.7%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.3%) 0.0% (0.0%)

99.8% (99.4%) 100.0% (99.5%) 0.2% (0.6%) 0.0% (0.5%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

99.1% (100.0%) 98.5% (100.0%) 0.9% (0.0%) 1.5% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

99.0% (99.0%) 98.7% (100.0%) 1.0% (1.0%) 1.3% (0.0%)

99.2% (97.6%) 100.0% (97.7%) 0.8% (2.4%) 0.0% (2.3%)

100.0% (99.2%) 100.0% (99.4%) 0.0% (0.8%) 0.0% (0.6%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

99.7% (99.7%) 99.6% (100.0%) 0.3% (0.3%) 0.4% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

21人以上 31人以上 21人以上

99.1% (100.0%) 0.9%

0.0%

31人以上

100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

99.7% (99.9%) 0.3% (0.1%)

(0.0%)

100.0% (100.0%) (0.0%)

99.9% (99.4%) 0.1% (0.6%)

100.0% (99.8%) 0.0% (0.2%)

①実施済企業割合 ②未実施企業割合

99.8% (99.6%) 0.2% (0.4%)

99.7% (99.2%) 0.3% (0.8%)

製造業

建設業

鉱業、採石業、砂利採取業

農、林、漁業

合　　計

1,001人以上

501～1,000人

301～500人

101～300人

51～100人

31～50人

21～30人

合　　　計

規
模
別

産
業
別

その他

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

不動産業、物品賃貸業

金融業、保険業

卸売業、小売業

運輸、郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

※( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
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表３－１　雇用確保措置実施企業における措置内容の内訳
（社、％）

131 (139) 1,108 (1,075) 2,574 (2,648) 3,813 (3,862)

3.4% (3.6%) 29.1% (27.8%) 67.5% (68.6%) 100.0% (100.0%)

73 (83) 747 (726) 1,949 (1,991) 2,769 (2,800)

2.6% (3.0%) 27.0% (25.9%) 70.4% (71.1%) 100.0% (100.0%)

130 (138) 1,069 (1,037) 2,390 (2,462) 3,589 (3,637)

3.6% (3.8%) 29.8% (28.5%) 66.6% (67.7%) 100.0% (100.0%)

58 (56) 361 (349) 625 (657) 1,044 (1,062)

5.6% (5.3%) 34.6% (32.9%) 59.9% (61.9%) 100.0% (100.0%)

72 (82) 708 (688) 1,765 (1,805) 2,545 (2,575)

2.8% (3.2%) 27.8% (26.7%) 69.4% (70.1%) 100.0% (100.0%)

1 (1) 39 (38) 184 (186) 224 (225)

0.4% (0.4%) 17.4% (16.9%) 82.1% (82.7%) 100.0% (100.0%)

合計（①＋②＋③）

21～30人

31～300人

301人以上

21人以上総計

21～300人

①定年制の廃止 ②定年の引上げ ③継続雇用制度の導入

31人以上総計

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
※「合計」は、表１の「①実施済み」に対応している。
※「②定年の引上げ」は、65歳以上の定年の年齢を設けている企業を、「③継続雇用制度の導入」は、定年年齢は65歳未
満だが継続雇用制度の上限年齢を65歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

表３－２　継続雇用制度の内訳
（社、％）

2,208 (2,199) 366 (449) 2,574 (2,648)

85.8% (83.0%) 14.2% (17.0%) 100.0% (100.0%)

1,619 (1,587) 330 (404) 1,949 (1,991)

83.1% (79.7%) 16.9% (20.3%) 100.0% (100.0%)

2,080 (2,075) 310 (387) 2,390 (2,462)

87.0% (84.3%) 13.0% (15.7%) 100.0% (100.0%)

589 (612) 36 (45) 625 (657)

94.2% (93.2%) 5.8% (6.8%) 100.0% (100.0%)

1,491 (1,463) 274 (342) 1,765 (1,805)

84.5% (81.1%) 15.5% (18.9%) 100.0% (100.0%)

128 (124) 56 (62) 184 (186)

69.6% (66.7%) 30.4% (33.3%) 100.0% (100.0%)
301人以上

21人以上総計

31人以上総計

合計（①＋②）

21～300人

21～30人

31～300人

②
基準該当者65歳以上

の継続雇用制度
（経過措置適用企業）

①
希望者全員65歳以上

の継続雇用制度

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
※ 「合計」は、表３－１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。
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表３－３　継続雇用先の内訳
（社、％）

2,463 (2,546) 54 (51) 28 (24) 21 (17) 5 (7) 1 (1) 1 (2) 1 (0) 111 (102) 2,574 (2,648)

95.7% (96.1%) 2.1% (1.9%) 1.1% (0.9%) 0.8% (0.6%) 0.2% (0.3%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.0%) 4.3% (3.9%) 100.0% (100.0%)

1,853 (1,907) 45 (39) 27 (22) 17 (14) 4 (6) 1 (1) 1 (2) 1 (0) 96 (84) 1,949 (1,991)

95.1% (95.8%) 2.3% (2.0%) 1.4% (1.1%) 0.9% (0.7%) 0.2% (0.3%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.0%) 4.9% (4.2%) 100.0% (100.0%)

2,298 (2,378) 43 (43) 23 (18) 18 (13) 5 (7) 1 (1) 1 (2) 1 (0) 92 (84) 2,390 (2,462)

96.2% (96.6%) 1.8% (1.7%) 1.0% (0.7%) 0.8% (0.5%) 0.2% (0.3%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.0%) 3.8% (3.4%) 100.0% (100.0%)

610 (639) 9 (12) 1 (2) 4 (3) 1 (1) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 15 (18) 625 (657)

97.6% (97.3%) 1.4% (1.8%) 0.2% (0.3%) 0.6% (0.5%) 0.2% (0.2%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 2.4% (2.7%) 100.0% (100.0%)

1,688 (1,739) 34 (31) 22 (16) 14 (10) 4 (6) 1 (1) 1 (2) 1 (0) 77 (66) 1,765 (1,805)

95.6% (96.3%) 1.9% (1.7%) 1.2% (0.9%) 0.8% (0.6%) 0.2% (0.3%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.1%) 0.1% (0.0%) 4.4% (3.7%) 100.0% (100.0%)

165 (168) 11 (8) 5 (6) 3 (4) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 19 (18) 184 (186)

89.7% (90.3%) 6.0% (4.3%) 2.7% (3.2%) 1.6% (2.2%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%) 10.3% (9.7%) 100.0% (100.0%)

合計
(①～⑧)

21～30人

31～300人

小計
(②～⑧)

⑧
その他の会社

を含む

301人以上

21人以上
総計

31人以上
総計

⑦
関連会社等

21～300人

⑤
子会社等

⑥
子会社等、
関連会社等

①
自社のみ

②
自社、

子会社等

③
自社、

関連会社等

④
自社、

子会社等、
関連会社等

自社以外の継続雇用先がある企業

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
※ 「⑧その他の会社を含む」とは、自社以外の継続雇用先がある企業のうち、子会社等及び関連会社等以外の他社を継続雇用先としている企業を計上している（継続雇用先がその他の会社のみの場合も含む。）。
※ 「合計」は、表３－１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。
※ 本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「21人以上総計」「21～300人」の「⑥子会社等、関連会社等」「⑦関連会社等」「⑧その他の会社を含む」については、小数点第２位以下を切り上げとしている。
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表４　定年制の廃止および65歳以上定年企業の状況
（社、％）

131 (139) 960 (932) 56 (57) 92 (86) 1,239 (1,214) 3,821 (3,878)

3.4% (3.6%) 25.1% (24.0%) 1.5% (1.5%) 2.4% (2.2%) 32.4% (31.3%) 100.0% (100.0%)

73 (83) 651 (633) 36 (35) 60 (58) 820 (809) 2,774 (2,807)

2.6% (3.0%) 23.5% (22.6%) 1.3% (1.2%) 2.2% (2.1%) 29.6% (28.8%) 100.0% (100.0%)

130 (138) 923 (895) 56 (57) 90 (85) 1,199 (1,175) 3,596 (3,653)

3.6% (3.8%) 25.7% (24.5%) 1.6% (1.6%) 2.5% (2.3%) 33.3% (32.2%) 100.0% (100.0%)

58 (56) 309 (299) 20 (22) 32 (28) 419 (405) 1,047 (1,071)

5.5% (5.2%) 29.5% (27.9%) 1.9% (2.1%) 3.1% (2.6%) 40.0% (37.8%) 100.0% (100.0%)

72 (82) 614 (596) 36 (35) 58 (57) 780 (770) 2,549 (2,582)

2.8% (3.2%) 24.1% (23.1%) 1.4% (1.4%) 2.3% (2.2%) 30.6% (29.8%) 100.0% (100.0%)

1 (1) 37 (37) 0 (0) 2 (1) 40 (39) 225 (225)

0.4% (0.4%) 16.4% (16.4%) 0.0% (0.0%) 0.9% (0.4%) 17.8% (17.3%) 100.0% (100.0%)

合計
（①＋②）

報告した全ての企業
①

定年制の廃止

②65歳以上定年

65歳 66～69歳 70歳以上

21～300人

21～30人

31～300人

301人以上

21人以上
総計

31人以上
総計

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。

※ 「②65歳以上定年」は、表３－１の「②定年の引上げ」に対応している。

※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。
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表５－１　70歳までの就業確保措置の実施状況
（社、％）

1,286 (1,153) 131 (139) 92 (86) 1,062 (927) 1 (1) 88 (90) 2,447 (2,635) 3,821 (3,878)

33.7% (29.7%) 3.4% (3.6%) 2.4% (2.2%) 27.8% (23.9%) 0.1% (0.1%) 2.3% (2.3%) 64.0% (67.9%) 100.0% (100.0%)

885 (796) 73 (83) 60 (58) 751 (654) 1 (1) 62 (62) 1,827 (1,949) 2,774 (2,807)

31.9% (28.4%) 2.6% (3.0%) 2.2% (2.1%) 27.1% (23.3%) 0.1% (0.1%) 2.2% (2.2%) 65.9% (69.4%) 100.0% (100.0%)

1,237 (1,110) 130 (138) 90 (85) 1,017 (887) 0 (0) 80 (83) 2,279 (2,460) 3,596 (3,653)

34.4% (30.4%) 3.6% (3.8%) 2.5% (2.3%) 28.3% (24.3%) 0.0% (0.0%) 2.2% (2.3%) 63.4% (67.3%) 100.0% (100.0%)

401 (357) 58 (56) 32 (28) 311 (273) 0 (0) 26 (28) 620 (686) 1,047 (1,071)

38.3% (33.3%) 5.5% (5.2%) 3.1% (2.6%) 29.7% (25.5%) 0.0% (0.0%) 2.5% (2.6%) 59.2% (64.1%) 100.0% (100.0%)

836 (753) 72 (82) 58 (57) 706 (614) 0 (0) 54 (55) 1,659 (1,774) 2,549 (2,582)

32.8% (29.2%) 2.8% (3.2%) 2.3% (2.2%) 27.7% (23.8%) 0.0% (0.0%) 2.1% (2.1%) 65.1% (68.7%) 100.0% (100.0%)

49 (43) 1 (1) 2 (1) 45 (40) 1 (1) 8 (7) 168 (175) 225 (225)

21.8% (19.1%) 0.4% (0.4%) 0.9% (0.4%) 20.0% (17.8%) 0.4% (0.4%) 3.6% (3.1%) 74.7% (77.8%) 100.0% (100.0%)

合計
（①＋②＋③）

定年廃止 定年の引上げ
継続雇用制度

の導入
創業支援等措置

の導入

301人以上

①70歳までの就業確保措置実施済み
②就業確保措置
相当の措置実施

③その他
未実施

21人以上
総計

31人以上
総計

21～300人

21～30人

31～300人

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
※「①70歳までの就業確保措置実施済み」とは、法令の定めに基づいた適正な手続きを経て、定年制の廃止、定年の引上げ、継続雇用制度もしくは創業支援等措置の導入のいずれかの措置を講ずることに
より、70歳までの就業機会の確保を実施している場合を指す。なお、「定年の引上げ」は70歳以上の定年の定めを設けている企業を、「継続雇用制度の導入」は定年年齢は70歳未満だが継続雇用制度の

上限年齢を70歳以上としている企業を、「創業支援等措置の導入」は定年年齢及び継続雇用制度の年齢は70歳未満だが創業支援等措置の年齢を70歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

※「②就業確保措置相当の措置実施」とは、「①70歳までの就業確保措置実施済み」と同様の措置を70歳未満の年齢まで導入している場合を指す。
※本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「21人以上総計」「31人以上総計」の「創業支援等措置の導入」については、小数点第２位以下を切り上げとしている。
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表５－２　70歳までの就業確保措置の規模別・産業別実施状況

(100.0%)

(64.5%)

(66.7%)

産
業
別

規
模
別

(69.2%)

(67.8%)

(75.0%)

(75.4%)

(60.9%)

(95.2%)

(67.0%)

(80.0%)

(71.6%)

(75.0%)

(100.0%)

(64.8%)

(78.8%)

(100.0%)

(91.8%)

(61.9%)

(82.6%)

(92.6%)

(75.4%)

(68.3%)

(71.7%)

(73.8%)

(78.4%)

(61.7%)

(70.3%)

(66.7%)

(66.7%)

(62.6%)

(77.2%)

(87.5%)

(87.7%)

(60.3%)

(81.9%)

(30.8%)

(32.2%)

(25.0%)

(24.6%)

(39.1%)

(4.8%)

(33.0%)

(20.0%)

(28.4%)

(25.0%)

(0.0%)

(35.2%)

(21.2%)

(0.0%)

(8.2%)

(38.1%)

(17.4%)

(7.4%)

(24.6%)

(31.7%)

(28.3%)

(26.3%)

(21.6%)

(38.3%)

(80.0%)

(85.3%)

(78.6%)

(75.0%)

(71.4%)

(68.1%)

(66.7%)

(70.3%)

79.1%

78.3%

77.9%

71.6%

67.4%

64.5%

61.7%

66.3%

医療、福祉

その他 26.7% 28.6% 73.3% 71.4%

複合サービス事業 5.0% 5.6% 95.0% 94.4%

サービス業（他に分類されないもの） 38.3% 38.8% 61.7% 61.2%

(33.3%)

(0.0%)

(35.5%)

学術研究、専門・技術サービス業 33.6% 36.8% 66.4% 63.2%

42.1% 41.8% 57.9% 58.2%

宿泊業、飲食サービス業 41.1% 39.4% 58.9% 60.6%

生活関連サービス業、娯楽業 24.5% 25.0% 75.5% 75.0%

教育、学習支援業 31.7% 25.0% 68.3% 75.0%

金融業、保険業 9.7% 11.5% 90.3% 88.5%

不動産業、物品賃貸業 24.3% 20.4% 75.7% 79.6%

(93.8%)

(74.3%)

(6.3%)

(25.7%)

(37.4%)

43.6% 39.7% 56.4% 60.3%

卸売業、小売業 21.1% 19.9% 78.9% 80.1%

運輸、郵便業

(22.8%)

(12.5%)

(12.3%)

(39.7%)

(18.1%)

100.0%

合　　計 33.7% 31.9% 66.3% 68.1%(29.7%)

(33.3%)

(33.3%)

21人以上 31人以上 21人以上 31人以上

農、林、漁業 39.6% 42.3% 60.4% 57.7%

建設業 43.1% 40.1% 56.9% 59.9%

鉱業、採石業、砂利採取業 20.0%

情報通信業 14.8% 10.0% 85.2% 90.0%

74.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

26.8% 25.5% 73.2%製造業

0.0% 80.0%

①実施済企業割合 ②未実施企業割合

21～30人

31～50人

51～100人

合　　　計

101～300人

(31.9%)

(33.3%)

(29.7%)

35.5%

38.3%

33.7%

301～500人

20.9%

21.7%

22.1%

28.4%

32.6%

(21.4%)

(25.0%)

(28.6%)

501～1,000人

1,001人以上 (20.0%)

(14.7%)

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。

23



 

 
 

表６　66歳以上まで働ける制度のある企業の状況
（社、％）

131 (139) 148 (143) 503 (415) 591 (545) 335 (394) 782 (697) 1,373 (1,242) 1,708 (1,636) 3,821 (3,878)

3.4% (3.6%) 3.9% (3.7%) 13.2% (10.7%) 15.5% (14.1%) 8.8% (10.2%) 20.5% (18.0%) 35.9% (32.0%) 44.7% (42.2%) 100.0% (100.0%)

73 (83) 96 (93) 326 (283) 451 (398) 263 (314) 495 (459) 946 (857) 1,209 (1,171) 2,774 (2,807)

2.6% (3.0%) 3.5% (3.3%) 11.8% (10.1%) 16.3% (14.2%) 9.5% (11.2%) 17.8% (16.4%) 34.1% (30.5%) 43.6% (41.7%) 100.0% (100.0%)

130 (138) 146 (142) 486 (403) 555 (510) 297 (353) 762 (683) 1,317 (1,193) 1,614 (1,546) 3,596 (3,653)

3.6% (3.8%) 4.1% (3.9%) 13.5% (11.0%) 15.4% (14.0%) 8.3% (9.7%) 21.2% (18.7%) 36.6% (32.7%) 44.9% (42.3%) 100.0% (100.0%)

58 (56) 52 (50) 177 (132) 140 (147) 72 (80) 287 (238) 427 (385) 499 (465) 1,047 (1,071)

5.5% (5.2%) 5.0% (4.7%) 16.9% (12.3%) 13.4% (13.7%) 6.9% (7.5%) 27.4% (22.2%) 40.8% (35.9%) 47.7% (43.4%) 100.0% (100.0%)

72 (82) 94 (92) 309 (271) 415 (363) 225 (273) 475 (445) 890 (808) 1,115 (1,081) 2,549 (2,582)

2.8% (3.2%) 3.7% (3.6%) 12.1% (10.5%) 16.3% (14.1%) 8.8% (10.6%) 18.6% (17.2%) 34.9% (31.3%) 43.7% (41.9%) 100.0% (100.0%)

1 (1) 2 (1) 17 (12) 36 (35) 38 (41) 20 (14) 56 (49) 94 (90) 225 (225)

0.4% (0.4%) 0.9% (0.4%) 7.6% (5.3%) 16.0% (15.6%) 16.9% (18.2%) 8.9% (6.2%) 24.9% (21.8%) 41.8% (40.0%) 100.0% (100.0%)

合計③
（①～⑤）

報告した全ての企業

21～300人

合計①
（①～③）

合計②
（①～④）

21人以上
総計

31人以上
総計

①
定年制の廃止

②
66歳以上

定年

③
希望者全員
66歳以上
継続雇用

④
基準該当者
66歳以上
継続雇用

⑤
その他66歳以上
まで働ける制度

31～300人

301人以上

21～30人

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
※ 66歳以上定年制度と66歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「②66歳以上定年」のみに計上している。
※ 「⑤その他66歳以上まで働ける制度」とは、業務委託等その他企業の実情に応じて何らかの仕組みで66歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。
※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。
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表７　70歳以上まで働ける制度のある企業の状況
（社、％）

131 (139) 92 (86) 486 (400) 576 (527) 336 (397) 709 (625) 1,285 (1,152) 1,621 (1,549) 3,821 (3,878)

3.4% (3.6%) 2.4% (2.2%) 12.7% (10.3%) 15.1% (13.6%) 8.8% (10.2%) 18.6% (16.1%) 33.6% (29.7%) 42.4% (39.9%) 100.0% (100.0%)

73 (83) 60 (58) 314 (271) 437 (383) 259 (311) 447 (412) 884 (795) 1,143 (1,106) 2,774 (2,807)

2.6% (3.0%) 2.2% (2.1%) 11.3% (9.7%) 15.8% (13.6%) 9.3% (11.1%) 16.1% (14.7%) 31.9% (28.3%) 41.2% (39.4%) 100.0% (100.0%)

130 (138) 90 (85) 473 (391) 544 (496) 301 (359) 693 (614) 1,237 (1,110) 1,538 (1,469) 3,596 (3,653)

3.6% (3.8%) 2.5% (2.3%) 13.2% (10.7%) 15.1% (13.6%) 8.4% (9.8%) 19.3% (16.8%) 34.4% (30.4%) 42.8% (40.2%) 100.0% (100.0%)

58 (56) 32 (28) 172 (129) 139 (144) 77 (86) 262 (213) 401 (357) 478 (443) 1,047 (1,071)

5.5% (5.2%) 3.1% (2.6%) 16.4% (12.0%) 13.3% (13.4%) 7.4% (8.0%) 25.0% (19.9%) 38.3% (33.3%) 45.7% (41.4%) 100.0% (100.0%)

72 (82) 58 (57) 301 (262) 405 (352) 224 (273) 431 (401) 836 (753) 1,060 (1,026) 2,549 (2,582)

2.8% (3.2%) 2.3% (2.2%) 11.8% (10.1%) 15.9% (13.6%) 8.8% (10.6%) 16.9% (15.5%) 32.8% (29.2%) 41.6% (39.7%) 100.0% (100.0%)

1 (1) 2 (1) 13 (9) 32 (31) 35 (38) 16 (11) 48 (42) 83 (80) 225 (225)

0.4% (0.4%) 0.9% (0.4%) 5.8% (4.0%) 14.2% (13.8%) 15.6% (16.9%) 7.1% (4.9%) 21.3% (18.7%) 36.9% (35.6%) 100.0% (100.0%)

合計①
（①～③）

合計②
（①～④）

①
定年制の廃止

②
70歳以上

定年

③
希望者全員
70歳以上
継続雇用

④
基準該当者
70歳以上
継続雇用

⑤
その他70歳以上
まで働ける制度

31～300人

301人以上

21人以上
総計

31人以上
総計

21～30人

合計③
（①～⑤）

報告した全ての企業

21～300人

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
※ 70歳以上定年制度と70歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「②70歳以上定年」のみに計上している。
※ 「⑤その他70歳以上まで働ける制度」とは、業務委託等その他企業の実情に応じて何らかの仕組みで70歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。
※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。
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表８－１　60歳定年企業における定年到達者等の状況

表８－２　経過措置に基づく継続雇用制度の対象者を限定する基準の適用状況

（10.7%） 9 0.2% （0.2%）

継続雇用の
終了による
離職者数

（人）
定年退職者数

（継続雇用を希望しない者）
継続雇用者数 定年退職者数

（継続雇用を希望したが
継続雇用されなかった者）

うち子会社等・関連会社等
での継続雇用者数

企業数 定年到達者総数

（社） （人）

60歳定年企業で
定年到達者がいる企業等

1,453 5,914 682 11.5% 728

うち女性 744 1,970 197 10.0% （8.7%）

5,223 88.3% （89.1%） 68 1.1% （1.4%）

2 0.1% （0.2%） 159

継続雇用終了者数
(継続雇用の更新を

希望しない者)

継続雇用者数
(基準に該当し引き続き

継続雇用された者)

継続雇用終了者数
(基準に該当しない者)

1,771 89.9% （91.2%） 3 0.2% （0.5%）

（社） （人）

企業数 基準を適用できる年齢に到達した者の総数

（0.3%）
経過措置適用企業で
基準適用年齢到達者

(64歳)がいる企業
145 616 49 8.0% （4.6%） 562 91.2% （95.2%） 5 0.8%

（0.0%）うち女性 69 196 13 6.6% （2.0%） 182 92.9% （98.0%） 1 0.5%

※本集計は、過去１年間（令和３年６月１日から令和４年５月31日）に60歳定年企業において定年年齢に到達した者及び継続雇用制度における上限年齢に到達したことによる離職者の数について集計して
いる。

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。

※本集計は、令和３年６月１日から令和４年５月31日に経過措置適用企業において基準適用年齢に到達した者について集計している。
※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値（経過措置の基準適用年齢は６３歳）。
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表９　年齢別常用労働者数

（109.2%）

（526.1%）

（102.6%）

（451.1%）

（101.2%）

（171.3%）

（101.9%）

（240.0%）

（100.4%）

（123.2%）

424,351人 67,297人 35,760人 31,537人 11,946人

10,690人28,515人33,254人 61,769人 

(478.1%)

422,851人 (100.0%) 66,072人 (100.0%) 35,326人 (100.0%) 30,746人 (100.0%) 10,942人 (100.0%)

397,940人 

395,819人 (122.6%) 60,499人 (235.1%) 32,796人 (168.9%) 27,703人 (438.3%) 9,715人

(356.0%)

388,043人 (120.1%) 58,119人 (225.8%) 32,038人 (165.0%) 26,081人 (412.6%) 8,552人 (420.9%)

386,404人 (119.6%) 56,118人 (218.1%) 31,979人 (164.7%) 24,139人 (381.9%) 7,234人

(215.3%)

381,557人 (118.1%) 52,325人 (203.3%) 30,845人 (158.9%) 21,480人 (339.8%) 5,854人 (288.1%)

376,128人 (116.5%) 48,774人 (189.5%) 29,908人 (154.1%) 18,866人 (298.5%) 4,375人

(139.0%)

366,927人 (113.6%) 44,343人 (172.3%) 29,027人 (149.5%) 15,316人 (242.3%) 3,135人 (154.3%)

363,624人 (112.6%) 41,927人 (162.9%) 28,322人 (145.9%) 13,605人 (215.2%) 2,825人

9,542人 (151.0%) 2,032人 (100.0%)

354,343人 (109.7%) 37,580人 (146.0%) 26,324人 (135.6%) 11,256人 (178.1%) 2,439人 (120.0%)

5,849人 (92.5%) - -

324,225人 (100.4%) 31,204人 (121.3%) 23,961人 (123.4%) 7,243人 (114.6%) - -

6,321人 (100.0%) - -

331,751人 (102.7%) 28,696人 (111.5%) 21,932人 (113.0%) 6,764人 (107.0%) - -

うち70歳以上
60～64歳 65歳以上

年齢計 60歳以上合計

322,975人 (100.0%) 25,735人 (100.0%) 19,414人 (100.0%)

平成24年

平成23年 315,465人 (97.7%) 28,047人 (109.0%) 22,198人 (114.3%)

347,357人 (107.5%) 34,993人 (136.0%) 25,451人 (131.1%)

平成28年

平成27年

平成22年

21人以上
規模企業

31
人
以
上
規
模
企
業

平成30年

平成29年

令和２年

令和４年

令和元年

平成26年

平成25年

平成21年

令和３年

令和３年

令和４年

※ 「31人以上規模企業」の（ ）は、平成21年を100とした場合の比率（「うち70歳以上」は平成25年を100とした場合の比率）。
※ 「21人以上規模企業」の（ ）は、令和３年を100とした場合の比率。
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 表１０　都道府県別の状況

北海道 9,274 社 (9,128 社) 99.9% （99.5%） 33.1% （29.1%） 44.5% （41.1%） 43.0% （39.7%）

青森 2,650 社 (2,638 社) 99.7% （99.2%） 35.1% （31.8%） 47.2% （42.1%） 45.5% （39.9%）

岩手 2,561 社 (2,592 社) 99.9% （99.9%） 36.4% （32.7%） 48.8% （45.1%） 47.2% （43.1%）

宮城 3,821 社 (3,878 社) 99.8% （99.6%） 33.7% （29.7%） 44.7% （42.2%） 42.4% （39.9%）

秋田 2,054 社 (2,039 社) 99.8% （99.6%） 31.5% （30.0%） 52.8% （50.2%） 50.7% （48.5%）

山形 2,328 社 (2,255 社) 99.8% （99.4%） 29.3% （25.5%） 42.7% （39.1%） 40.6% （36.9%）

福島 3,621 社 (3,697 社) 99.4% （99.3%） 32.1% （28.6%） 44.6% （42.1%） 42.3% （39.5%）

茨城 4,138 社 (3,940 社) 99.9% （99.9%） 32.8% （30.0%） 42.6% （39.3%） 40.6% （37.1%）

栃木 3,291 社 (3,255 社) 99.9% （99.8%） 30.8% （28.4%） 42.5% （40.2%） 40.8% （38.6%）

群馬 4,063 社 (3,998 社) 99.9% （99.8%） 31.1% （29.1%） 39.2% （37.1%） 37.9% （35.6%）

埼玉 8,621 社 (8,315 社) 99.9% （99.0%） 32.9% （30.2%） 44.2% （41.6%） 42.8% （40.1%）

千葉 6,905 社 (6,780 社) 99.9% （99.9%） 33.2% （31.1%） 45.7% （43.9%） 44.2% （42.4%）

東京 40,633 社 (38,531 社) 99.9% （99.9%） 21.7% （19.3%） 32.1% （29.5%） 30.8% （28.2%）

神奈川 11,025 社 (10,880 社) 99.9% （99.5%） 26.9% （25.2%） 39.3% （37.1%） 37.8% （35.6%）

新潟 4,755 社 (4,767 社) 100.0% （100.0%） 26.0% （24.4%） 43.5% （41.0%） 41.7% （39.0%）

富山 2,453 社 (2,486 社) 100.0% （99.9%） 21.2% （18.6%） 46.8% （44.3%） 45.1% （42.6%）

石川 2,598 社 (2,570 社) 99.5% （99.8%） 28.8% （26.8%） 40.1% （37.3%） 38.1% （35.6%）

福井 1,885 社 (1,832 社) 100.0% （100.0%） 28.6% （27.2%） 40.8% （39.4%） 38.5% （36.6%）

山梨 1,523 社 (1,474 社) 99.9% （99.7%） 26.5% （25.5%） 38.8% （36.6%） 37.4% （34.7%）

長野 3,960 社 (3,955 社) 100.0% （100.0%） 31.5% （26.5%） 46.1% （42.8%） 44.6% （41.3%）

岐阜 4,027 社 (4,069 社) 99.9% （99.9%） 31.5% （33.0%） 47.4% （45.6%） 45.7% （44.1%）

静岡 6,968 社 (6,864 社) 99.8% （99.9%） 28.8% （27.6%） 42.6% （40.9%） 40.7% （38.9%）

愛知 14,088 社 (13,894 社) 100.0% （100.0%） 28.8% （26.2%） 43.3% （41.3%） 41.4% （39.3%）

三重 3,059 社 (3,044 社) 100.0% （100.0%） 31.6% （30.4%） 45.9% （44.3%） 44.3% （42.5%）

滋賀 2,202 社 (2,149 社) 99.8% （99.2%） 29.1% （25.5%） 43.6% （40.7%） 41.7% （38.4%）

京都 4,425 社 (4,449 社) 99.9% （99.6%） 24.5% （23.0%） 36.9% （35.2%） 35.4% （33.8%）

大阪 18,712 社 (18,557 社) 99.9% （99.7%） 23.2% （21.6%） 34.9% （33.2%） 33.4% （31.6%）

兵庫 7,812 社 (7,752 社) 99.9% （99.5%） 24.8% （22.5%） 37.2% （34.4%） 35.5% （32.6%）

奈良 1,623 社 (1,597 社) 99.9% （100.0%） 34.8% （32.4%） 47.4% （45.4%） 45.3% （42.9%）

和歌山 1,635 社 (1,627 社) 99.7% （99.4%） 29.4% （27.1%） 41.4% （39.5%） 39.2% （37.0%）

鳥取 1,093 社 (1,103 社) 99.8% （100.0%） 29.6% （26.0%） 44.4% （40.3%） 41.4% （37.3%）

島根 1,416 社 (1,442 社) 99.6% （99.4%） 39.8% （37.2%） 54.0% （50.5%） 51.8% （48.1%）

岡山 3,523 社 (3,611 社) 99.9% （99.4%） 31.4% （28.1%） 45.1% （42.4%） 43.1% （40.7%）

広島 5,538 社 (5,515 社) 99.8% （99.7%） 24.2% （23.5%） 40.8% （39.0%） 39.4% （37.3%）

山口 2,438 社 (2,443 社) 99.9% （99.7%） 28.7% （25.9%） 45.6% （42.4%） 44.0% （40.8%）

徳島 1,282 社 (1,306 社) 100.0% （100.0%） 33.1% （32.2%） 43.4% （41.4%） 41.1% （39.1%）

香川 2,059 社 (2,061 社) 100.0% （99.6%） 34.8% （31.5%） 45.0% （43.4%） 43.4% （41.7%）

愛媛 2,656 社 (2,629 社) 99.6% （99.2%） 26.2% （23.2%） 44.7% （41.3%） 43.4% （40.0%）

高知 1,368 社 (1,312 社) 99.9% （99.9%） 26.5% （24.3%） 37.4% （36.0%） 36.8% （34.9%）

福岡 9,467 社 (9,396 社) 99.9% （99.9%） 27.8% （26.0%） 42.2% （40.1%） 40.6% （38.5%）

佐賀 1,686 社 (1,696 社) 99.8% （99.2%） 30.6% （28.9%） 44.1% （41.2%） 41.0% （38.4%）

長崎 2,655 社 (2,678 社) 99.4% （99.5%） 25.6% （25.1%） 41.7% （40.0%） 40.3% （38.6%）

熊本 3,303 社 (3,242 社) 99.8% （99.2%） 26.9% （23.8%） 43.0% （39.6%） 40.8% （37.3%）

大分 2,325 社 (2,297 社) 100.0% （100.0%） 38.4% （32.5%） 51.2% （48.0%） 49.4% （46.3%）

宮崎 2,220 社 (2,205 社) 99.9% （99.9%） 33.2% （30.2%） 49.1% （46.1%） 46.8% （43.8%）

鹿児島 3,192 社 (3,152 社) 99.9% （99.9%） 35.7% （32.1%） 46.4% （44.3%） 44.3% （42.0%）

沖縄 2,944 社 (2,959 社) 99.8% （99.5%） 26.3% （23.7%） 38.1% （35.2%） 37.0% （34.3%）

全国計 235,875 社 (232,059 社) 99.9% （99.7%） 27.9% （25.6%） 40.7% （38.3%） 39.1% （36.6%）

報告した全ての企業
雇用確保措置

実施済企業割合

70歳までの
就業確保措置

実施済企業割合

66歳以上まで働ける
制度のある企業割合

70歳以上まで働ける
制度のある企業割合

※ ( )内は、令和３年６月１日現在の数値。
※本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「雇用確保措置実施済企業割合」については、小数第２位以下を四捨
五入することで100％となる場合は、小数点第２位以下を切り捨てとしている。

※「70歳までの就業確保措置導入企業」は表5-1の①に、「66歳以上まで働ける制度のある企業」は表６に、「70歳以上まで働ける制度のあ
る企業」 は表７にそれぞれ対応している。
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